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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　前方に移動しながら地面に生えている草を引き抜く草抜き機であって、
　移動方向に対して直角方向かつ水平方向に設けられた回転軸を中心に前方回転する第１
のローラと、該第１のローラの後方に並設され後方回転する第２のローラと、前記第２の
ローラの後方に配置されている集草箱とを備え、
　前記第２のローラは、外周面と前記第１のローラの外周面とにより草を挟持可能な間隔
を有する位置に設けられるとともに、外周面に軸方向に延設された複数の突起部を有し、
　前記集草箱は、前記第２のローラの後方回転に伴って揺動自在に形成されていて、該突
起部に当接する当接部を備えることを特徴とする草抜き機。
【請求項２】
　請求項１記載の草抜き機において、
　前記集草箱は、少なくとも底面に草に付随して運ばれた土類を下方に落下させる貫通孔
を備えることを特徴とする草抜き機。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、草抜き機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、図１３に示されるような複数のローラを備える草抜き機が知られている（例えば
特許文献１参照）。
【０００３】
　草抜き機１０１は、基体１０２と、駆動ローラ１０３と、駆動ローラ１０３に対向して
配置されている第１の搬送ローラ１０４と、第１の搬送ローラ１０４の後方に配置されて
いる複数の第２の搬送ローラ１０５と、駆動ローラ１０３に接触して設けられ、第１の搬
送ローラ１０４と複数の第２の搬送ローラ１０５とに掛装されたベルト１０６と、ベルト
１０６の外周面に接して設けられベルト１０６の張りを調節するテンションローラ１０７
と、第２の搬送ローラ１０５の後方かつ下方に配置されている集草箱１０８とを備える。
【０００４】
　基体１０２は、前端に発電機１０９を備え、基体１０２の下部に回転可能に支持されて
いる前輪１１０ａと後輪１１０ｂとを備え、後方にハンドル１１１を備える。基体１０２
の上部はカバー１１２により覆われている。
【０００５】
　基体１０２の下方には、駆動ローラ１０３と第１の搬送ローラ１０４とが懸架装置１１
３を介してそれぞれ懸架されている。懸架装置１１３は、駆動ローラ１０３と第１の搬送
ローラ１０４との高さを調節することができる構成を備えるとともに、懸架装置１１３の
途中に設けられているカム板１１４とカム板１１４のカム溝１１５に摺動可能なピン１１
６とにより、駆動ローラ１０３がベルト１０６に沿って斜め下方へ移動できるように支持
している。駆動ローラ１０３の上方には、抜き取った草をベルト１０６側に案内するため
のガイド部材１１７が設けられている。
【０００６】
　発電機１０９は、駆動ローラ１０３の前方に設けられた電動機１１８に接続している。
電動機１１８はチェーン・スプロケット機構１１９により駆動ローラ１０３に連結され、
発電機１０９の動力により駆動ローラ１０３は回動される。
【０００７】
　当該草抜き機１０１による芝生から突出している草の草抜き作業は、次のように行われ
る。まず、作業者が発電機１０９を始動させると、電動機１１８が駆動されて駆動ローラ
１０３を回動させる。この駆動ローラの回転により、駆動ローラ１０３に接触しているベ
ルト１０６を回動させる。
【０００８】
　次に、作業者がハンドル１１１を把握し、草抜き機１０１を前方に走行させる。地面に
生えている草は、草抜き機１０１の走行に伴い駆動ローラ１０３と第１の搬送ローラ１０
４との間に臨むと、駆動ローラ１０３とベルト１０６により上方に案内される。次に、案
内された草は、駆動ローラ１０３とベルト１０６との接触部で挟持され、上方に引っ張ら
れることにより、地面から引き抜かれる。そして、引き抜かれた草は、ガイド部材１１７
に接触してベルト１０６側に案内され、ベルト１０６上に載せられ、ベルト１０６の回転
により後方に搬送され、集草箱１０８内に収容される。
【０００９】
　しかしながら、草抜き機１０１は、引き抜かれた草をそのまま集草箱１０８内に収容し
ているので、根等に付着している土、砂、石等の土類も集草箱１０８内に収容されること
がある。この場合には、収容された草を廃棄する際に土類も一緒に廃棄することにより廃
棄重量が増大することを防ぐために、草を集草箱１０８から取り出した後に草を打ち払う
ことにより草から土類を分離する必要があるという不都合がある。
【特許文献１】特開平４－１１８０３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、かかる不都合を解消して、引き抜かれた草に付着している土類を草から分離
することができる草抜き機を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１１】
　かかる目的を達成するために、本発明の草抜き機は、前方に移動しながら地面に生えて
いる草を引き抜く草抜き機であって、移動方向に対して直角方向かつ水平方向に設けられ
た回転軸を中心に前方回転する第１のローラと、該第１のローラの後方に並設され後方回
転する第２のローラと、前記第２のローラの後方に配置されている集草箱とを備え、前記
第２のローラは、外周面と前記第１のローラの外周面とにより草を挟持可能な間隔を有す
る位置に設けられるとともに、外周面に軸方向に延設された複数の突起部を有し、前記集
草箱は、前記第２のローラの後方回転に伴って揺動自在に形成されていて、該突起部に当
接する当接部を備えることを特徴とする。
【００１２】
　本発明の草抜き機において、地面に生えている草は、前記草抜き機が前方に移動するこ
とにより前記第１のローラと前記第２のローラとの間に位置すると、前記第１のローラの
前方回転と前記第２のローラの後方回転とに伴って前記第１のローラの外周面と前記第２
のローラの外周面とにより挟持されるとともに、上方に変位させられ、地面から引き抜か
れる。次に、引き抜かれた草は、前記第２のローラの後方回転に伴って後方に運ばれ、前
記集草箱内に収容される。次に、前記集草箱内に収容された草は、前記第２のローラの後
方回転に伴って前記集草箱が揺動することにより、該草に付着している土、砂、石等の土
類が草から分離される。
【００１３】
　したがって、本発明によれば、引き抜かれた草に付着している土類を草から分離するこ
とができる草抜き機を実現することができる。
【００１４】
　なお、前方回転とは各ローラを軸方向から見たときに上端部が前方に向かって回転する
場合の回転方向をいい、後方回転とはその逆回転をいう。
【００１５】
　また、本発明の草抜き機によれば、前記突起部が前記第２のローラの後方回転に伴って
前記当接部に当接することにより前記集草箱が移動し、前記当接が外れると前記集草箱は
元の姿勢に復帰するため、前記突起部により前記集草箱を揺動させることができる。
【００１６】
　さらに、本発明の草抜き機において、前記集草箱は、少なくとも底面に草に付随して運
ばれた土類を下方に落下させる貫通孔を備えることが望ましい。前記土類が前記集草箱外
に落下することにより、前記集草箱から土類が除去され、前記集草箱内に草のみが残る。
したがって、本発明の草抜き機によれば、作業者は集草箱から草のみを容易に廃棄するこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　次に、添付の図面を参照しながら本発明の実施形態についてさらに詳しく説明する。図
１は本実施形態の草抜き機の一構成例を示す説明的側面図であり、図２は図１に示す本実
施形態の草抜き機を示す説明的平面図であり、図３は図１に示す本実施形態の草抜き機を
示す説明的正面図である。また、図４は図１に示す本実施形態の草抜き機の支持体を示す
説明的正面図であり、図５は図１に示す本実施形態の草抜き機の制御装置のシステム構成
を示すブロック図であり、図６は図１に示す本実施形態の草抜き機の制御装置の制御フロ
ーを示すフローチャートであり、図７～１２は図１に示す本実施形態の草抜き機による草
抜き動作を示す説明図である。なお、図２では、構造の理解を容易にするために、後述の
第１のローラ等を実際の位置よりも図中の矢印の方向にずらして記載している。
【００１８】
　草抜き機１は、前方に移動しながら地面に生えている草を引き抜く草抜き機であって、
図１に示すように、地面近傍に位置する基体２と、基体２の前方位置に後述の支持体３を
介して回動自在に軸支された第１のローラ４と、第１のローラ４よりも下方かつ後方位置
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に支持体３を介して基体２に回動自在に軸支された第２のローラ５と、第２のローラ５の
後方で基体２に回転自在に軸支され、地上を回転する一対の車輪６と、基体２の後方に揺
動自在に軸支された集草箱７と、基体２から斜め後方に立ち上がるように取り付けられた
ハンドル８とを備えている。前方とは、図中の矢印で示される方向をいう。
【００１９】
　基体２は、図２及び図３に示すように、一対の側板２１と、この側板２１同士を連結す
る天板２２とから構成され、金属板を角Ｕ字状に折り曲げ加工することにより形成され、
これを逆Ｕ字状に位置決めし、その内部に第１のローラ４、第２のローラ５、及び集草箱
７等を収容している。
【００２０】
　支持体３は、図４に示すように、略Ｉ字形の第１の支持板３１と略逆Ｌ字形の第２の支
持板３２とで構成され、基体２の側板２１にそれぞれ一対ずつ取り付けられている。第１
の支持板３１は、上部を貫通する回動軸３３を介して側板２１の内側に回動自在に軸支さ
れ、下部を貫通する第１の回転軸４１を介して第１のローラ４を回転自在に軸支している
。また、回動軸３３が側板２１に設けられ二段に形成された角孔３４を貫通していること
により、第１の支持板３１は上下方向に位置を変更することができる。一方、第２の支持
板３２は、前部を貫通する回動軸３３を介して側板２１の外側に軸支され、後部を貫通す
るボルト３５を介して側板２１に固定され、下部を貫通する第２の回転軸４２を介して第
２のローラ５を回転自在に軸支している。
【００２１】
　右方の側板２１に取り付けられた支持体３は、図４（ａ）に示すように、さらに間隔調
節ネジ３６とローラ挟持用引張コイルバネ３７とを備える。間隔調節ネジ３６は、頭部が
第１の支持板３１の後端部に当接しているとともに先端部が第２の支持板３２の前端部に
螺合されている。この間隔調節ネジ３６の第２の支持板３２からの突出長さを調節するこ
とにより、第１の支持板３１が回動され、第１の回転軸４１と第２の回転軸４２との距離
、すなわち第１のローラ４と第２のローラ５との間隔が調節可能となっている。また、ロ
ーラ挟持用引張コイルバネ３７は、第１の支持板３１の前端部に設けられた第１の掛止ボ
ルト３８と第２の支持板３２の後端部に設けられた第２の掛止ボルト３９とに掛止され、
第１の支持板３１を第２の支持板３２に近づける方向に付勢している。一方、左方の側板
２１に取り付けられた支持体３は、図４（ｂ）に示すように、間隔調節ネジ３６とローラ
挟持用引張コイルバネ３７とを備えていない。
【００２２】
　第１のローラ４は、直径が約２８ｍｍの円柱状であって、外周面の最下部が地面に接触
しない位置に設けられている。第１のローラ４は、直結された第１の電動モータ４３によ
って駆動され、移動方向に対して直角方向かつ水平方向に設けられた第１の回転軸４１を
中心に約１００ｍｉｎ－１（１００ｒｐｍ）で回転する。
【００２３】
　第１のローラ４の外周面は所定の厚さを有するゴム材で形成されており、その摩擦によ
り、第１のローラ４の外周面に接触する草を第１のローラ４の前方から下方を通って後方
へ案内可能である。また、本実施形態では、第１のローラ４の軸方向端部に一対のフラン
ジ部４４が設けられ、草が第１の回転軸４１に噛み込まれることを防いでいる。
【００２４】
　第２のローラ５は、直径が約４０ｍｍの円柱状であって、外周面に軸方向に延設された
複数の突起板４５を有している。第２のローラ５は、第１のローラ４の後方に並設され、
突起板４５ａが第１のローラ４の外周面に最近接した際に、突起板４５ａの先端部と第１
のローラ４の外周面とにより草を挟持可能な間隔Ｃ０を有する位置に設けられている（図
８参照）。第２のローラ５は、ベルトドライブ機構４６により連結された第２の電動モー
タ４７によって駆動され、第１の回転軸４１に並設された第２の回転軸４２を中心に回転
する。また、第２のローラ５の回転に伴い、複数の突起板４５の先端部は、外径５０ｍｍ
の回転軌道において約１２０ｍｉｎ－１で回転する。
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【００２５】
　突起板４５は、草抜き機１が地上に設置され突起板４５が鉛直下方向にあるときに、車
輪６よりも下方に突出する。すなわち、突起板４５は、第２のローラ５が回転するときに
第２のローラ５の下方の地面を薄く削るような位置に配置されている。
【００２６】
　また、複数の突起板４５は、本実施形態では第２のローラ５の外周上に等間隔に５本取
り付けられている。これにより、一の突起板４５ｂが第１のローラ４の外周面に対して近
接位置にあるときに、一の突起板４５ｂより回転方向後方にある他の突起板４５ｃが第１
のローラ４と第２のローラ５との間に位置する地面７２を削る位置に来るように配置され
ている（図７（ｃ）参照）。
【００２７】
　集草箱７は、前面及び上面が開放されて開口部５１となっていて、その底面に土、砂、
石等の土類が貫通可能な貫通孔５２を備える直方体の箱である。集草箱７は、第２のロー
ラ５の後方に配置され、前端縁に第２のローラ５の突起板４５に当接する当接部５３を備
える。また、集草箱７は、前後方向の中心よりも前方位置で回動軸５４を介して側板２１
に回動自在に取り付けられているともに、図示しない側板２１の内側に設けられたストッ
パに当接することにより、その底面が水平となるように位置決めされている。この集草箱
７には、一端が集草箱７の側面に掛止され他端が側板２１に掛止され、揺動する集草箱７
を下方に付勢する制振用引張コイルバネ５５が取り付けられている。
【００２８】
　ハンドル８は、スチール製のパイプにより形成され、平均的な身長の人の腰の高さにち
ょうど位置する高さを有している。また、その中間部には、制御装置６１とバッテリ６２
とが取り付けられている。制御装置６１が内蔵されているケーシング６３には「正」「逆
」「ＯＦＦ」の切り替えが可能な電源スイッチ６４が設けられており、バッテリ６２から
供給される電気によって第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とを駆動させる。
制御装置６１は、電源スイッチ６４が「正」に位置するとき、第１の電動モータ４３を前
方回転させるとともに第２の電動モータ４７を後方回転させ、これにより第１のローラ４
を前方回転させるとともに第２のローラ５を後方回転させる。なお、前方回転とは各モー
タ及び各ローラを軸方向から見たときに上端部が前方に向かって回転する場合の回転方向
をいい、後方回転とはその逆回転をいう。
【００２９】
　また、電源スイッチ６４が「逆」に位置するとき、制御装置６１は、第１の電動モータ
４３を後方回転させるとともに第２の電動モータ４７を前方回転させ、これにより第１の
ローラ４を後方回転させるとともに第２のローラ５を前方回転させる。さらに、電源スイ
ッチ６４が「ＯＦＦ」に位置するとき、制御装置６１は、バッテリ６２からの電気の供給
を停止し第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とを停止させることにより、第１
のローラ４と第２のローラ５との回転を停止させる。
【００３０】
　制御装置６１は、図５示のシステム構成を備える。電源スイッチ６４は、正転指令を発
するモータ正転スイッチ６５と逆転指令を発するモータ逆転スイッチ６６とを備え、バッ
テリ６２と電源回路６７とに接続している。正転指令とは、第１の電動モータ４３を前方
回転させるとともに第２の電動モータ４７を後方回転させる（これを「正転」という）た
めの指令であり、これにより、第１のローラ４は前方回転するとともに第２のローラ５は
後方回転する。一方、逆転指令とは、第１の電動モータ４３を後方回転させるともに第２
の電動モータ４７を前方回転させる（これを「逆転」という）ための指令であり、これに
より、第１のローラ４は後方回転するとともに第２のローラ５は前方回転する。
【００３１】
　電源回路６７は、モータ回転方向切替え回路６８とモータドライバ６９と判定回路７０
とに接続し、それぞれにバッテリ６２からの電気を供給する。
【００３２】
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　モータ回転方向切替え回路６８は、前述の正転指令、逆転指令、後述の反転指令のいず
れかの指令を受けて、モータドライバに対して回転方向指令を発する。
【００３３】
　モータドライバ６９は、駆動電流をＤＣモータ８１に供給しＤＣモータ８１を駆動させ
るともに、駆動電流の電流量及び電流方向を制御する。ここで、ＤＣモータ８１とは、図
１示の第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とをいう。また、モータドライバ６
９とＤＣモータ８１との間に流れる駆動電流の電流量は、電流センサ８２により測定され
る。
【００３４】
　判定回路７０は、電流センサ８２により測定された駆動電流の電流量が規定値を超えた
場合に、モータ回転方向切替え回路６８に対して反転指令を発する。反転指令とは、第１
の電動モータ４３と第２の電動モータ４７との回転を反転させるための指令である。例え
ば第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とが正転しているとき、反転指令により
、第１の電動モータ４３と電動モータとは逆転する。
【００３５】
　さて、制御装置６１の制御フローは、図６示のとおりである。
【００３６】
　まず、電源スイッチ６４が「正」又は「逆」の位置に合わせられたとき、制御装置６１
は過負荷タイマを０に合わせる（ステップ（以下「ＳＴ」と表記する）１）。
【００３７】
　次に、制御装置６１は“過負荷タイマ＞０”であるかをチェックする（ＳＴ２）。“Ｙ
ＥＳ”の場合には、過負荷タイマの値が１減る、すなわち過負荷タイマが１秒経過するま
で待ち（ＳＴ３）、後述のＳＴ１４に進む。“ＮＯ”の場合には、“モータ正転スイッチ
がＯＮ”であるかをチェックし（ＳＴ４）、“モータ逆転スイッチがＯＮ”であるかをチ
ェックする（ＳＴ５（ＳＴ５ａ，ＳＴ５ｂ））。
【００３８】
　ＳＴ４，ＳＴ５において、“モータ正転スイッチがＯＮかつモータ逆転スイッチがＯＮ
”の場合は、制御装置６１は、モータ正転スイッチとモータ逆転スイッチとのいずれか又
は両方が故障しているとみなし、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とを停止
させる（ＳＴ６）。ＳＴ６により第１のローラ４と第２のローラ５とが停止する。また、
“モータ正転スイッチがＯＮかつモータ逆転スイッチがＯＮでない”の場合は、制御装置
６１は正転指令をモータ回転方向切替え回路６８に発する。モータ回転方向切替え回路６
８は、回転方向指令をモータドライバ６９に発して、第１の電動モータ４３と第２の電動
モータ４７とを正転させる（ＳＴ７）。ＳＴ７により、第１のローラ４が前方回転し、第
２のローラ５は後方回転する。
【００３９】
　また、“モータ正転スイッチがＯＮではなくかつモータ逆転スイッチがＯＮ”の場合は
、制御装置６１は逆転指令をモータ回転方向切替え回路６８に発する。モータ回転方向切
替え回路６８は、回転方向指令をモータドライバ６９に発して、第１の電動モータ４３と
第２の電動モータ４７とを逆転させる（ＳＴ８）。ＳＴ８により、第１のローラ４が後方
回転し、第２のローラ５は前方回転する。さらに、“モータ正転スイッチがＯＮではなく
かつモータ逆転スイッチがＯＮでない”の場合は、制御装置６１は、正転スイッチと逆転
スイッチとのいずれか又は両方が故障しているとみなし、第１の電動モータ４３と第２の
電動モータ４７とを停止させる（ＳＴ９）。ＳＴ９により第１のローラ４と第２のローラ
５とが停止する。
【００４０】
　次に、ＳＴ６及びＳＴ９の場合には、制御装置６１は制御処理を終了する。また、ＳＴ
７及びＳＴ８の場合には、制御装置６１は、電流センサ８２にモータドライバ６９とＤＣ
モータ８１との間に流れる駆動電流の電流量を計測させる（ＳＴ１０）。
【００４１】
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　次に、制御装置６１は、判定回路７０に計測された駆動電流の電流量について“駆動電
流＞規定値”であるかを判定させる（ＳＴ１１）。“ＹＥＳ”の場合は、制御装置６１は
過負荷タイマをセットし（ＳＴ１２）、判定回路７０がモータ回転方向切替え回路６８に
反転指令を発する。モータ回転方向切替え回路６８は、回転方向指令をモータドライバ６
９に発して、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７との回転方向を反転させる、
すなわち、正転している場合には逆転させ、逆転している場合には正転させ（ＳＴ１３）
、ＳＴ１４に進む。また、“ＮＯ”の場合には、そのままＳＴ１４へ進む。
【００４２】
　次に、制御装置６１は“電源スイッチ＝ＯＦＦ”であるかをチェックする（ＳＴ１４）
。“ＹＥＳ”の場合、すなわち電源スイッチ６４がＯＦＦの位置に合わせられている場合
には、制御処理を終了する。また、“ＮＯ”の場合、すなわち電源スイッチ６４がＯＦＦ
以外の位置に合わせられている場合には、ＳＴ２に戻る。
【００４３】
　以上の制御フローにおいて、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とが正転し
ている際に判定回路７０が駆動電流の電流量が規定値を超えたと判定した場合（ＳＴ１１
で“ＹＥＳ”の場合）の流れについて説明する。
【００４４】
　駆動電流の電流量が規定値（例えば１．５Ａ）を超えたとき、制御装置６１は過負荷タ
イマを例えば５秒にセットし（ＳＴ１２）、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４
７との回転方向を反転し逆転させる（ＳＴ１３）。ＳＴ１４で“ＮＯ”の場合には再びＳ
Ｔ２に進む。
【００４５】
　次に、ＳＴ２で過負荷タイマ＞０であるので、制御装置６１は過負荷タイマが１減る、
すなわち過負荷タイマが４秒になるまで待ち（ＳＴ３）、再びＳＴ１４に進む。そして、
ＳＴ１４，ＳＴ２，ＳＴ３を過負荷タイマの値が０になるまで繰り返し、この間、第１の
電動モータ４３と第２の電動モータ４７を逆転させ続ける。制御装置６１は、過負荷タイ
マが０になるとＳＴ２で“ＮＯ”となり、ＳＴ４に進み、ＳＴ４で“ＹＥＳ”であればＳ
Ｔ５ａに進み、ＳＴ５ａで“ＮＯ”であればＳＴ７に進む。制御装置６１は、ＳＴ７で第
１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７との回転方向を切り替えて正転させる。以上
によって、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とが正転している際に判定回路
７０が駆動電流の電流量が規定値を超えたと判定した場合には、第１の電動モータ４３と
第２の電動モータ４７とは５秒間逆転し、その後再び正転に戻る。
【００４６】
　次に、本実施形態の草抜き機１による草抜き作業について説明する。まず、作業者がハ
ンドル８を把持して電源スイッチ６４を「正」の位置に合わせると、制御装置６１が過負
荷タイマを０に合わせる（ＳＴ１）。制御装置６１は、“過負荷タイマ＞０”であるかを
チェック（ＳＴ２）し、ＳＴ２で“ＮＯ”であれば“モータ正転スイッチがＯＮ”である
かをチェックする（ＳＴ４）。制御装置６１は、“ＳＴ４で“ＹＥＳ”であれば“モータ
逆転スイッチがＯＮ”であるかをチェックし（ＳＴ５ａ）、ＳＴ５ａで“ＮＯ”であれば
正転指令を発して、第１の電動モータ４３を前方回転させるとともに第２の電動モータ４
７を後方回転させる（正転させる）ことにより、第１のローラ４を前方回転させるととも
に、第２のローラを後方回転させる（ＳＴ７）。
【００４７】
　次に、制御装置６１は、電流センサ８２により、モータドライバ６９とＤＣモータ８１
との間に流れる駆動電流の電流量を計測する（ＳＴ１０）。制御装置６１は、判定回路７
０により、計測された駆動電流の電流量について“駆動電流＞規定値”であるかを判定し
（ＳＴ１１）、ＳＴ１１で“ＮＯ”であれば、“電源スイッチ＝ＯＦＦ”であるかをチェ
ックする（ＳＴ１４）。制御装置６１は、ＳＴ１４で“ＮＯ”であればＳＴ２に戻って、
以上のステップを繰り返し、第１の電動モータ４３と第２の電動モータ４７とを正転させ
続ける。これにより、第１のローラ４が前方回転し第２のローラが後方回転した状態とな
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る。
【００４８】
　次に、この状態で作業者がハンドル８を把持して草抜き機１を前方に押しながら前進す
ると、図７（ａ）示のように草抜き機１が前方に移動する。
【００４９】
　次に、草抜き機１が前方に移動すると、地面に生えている草７１が第１のローラ４の外
周面に接触する。草７１は、図７（ｂ）示のように、第１のローラ４の外周面の摩擦と第
１のローラ４の前方回転とにより、第１のローラ４の前方から下方を通って後方へ誘導さ
れる。
【００５０】
　次に、草抜き機１がさらに前方に移動すると、後方へ誘導された草７１が第１のローラ
４と第２のローラ５との間に来る。草７１は、図７（ｃ）示のように、第１のローラ４の
前方回転と第２のローラ５の後方回転とに伴って、第１のローラ４の外周面に対して近接
位置にある突起板４５ｂの先端部と第１のローラ４の外周面との間に挟持されるとともに
、上方に引き上げられる。このとき、草７１は、第１のローラの外周面の摩擦により確実
に挟持される。また、第２のローラ５の後方回転に伴って、第１のローラ４の外周面に対
して近接位置にある突起板４５ｂより回転方向後方にある突起板４５ｃが、第１のローラ
４と第２のローラ５との間に位置する草７１の根元周辺の地面７２に突き刺さった状態と
なる。
【００５１】
　次に、挟持されている草７１は、第１のローラ４の前方回転と第２のローラ５の後方回
転とに伴って、他の突起板４５ｃにより根元周辺の地面７２が掘り返されることにより、
図７（ｄ）示のように、根が地面から分離される。
【００５２】
　ここで、第１のローラ４の直径をＤ１、その回転数をＮ１、第２のローラ５の突起板４
５の先端部の回転軌道の直径をＤ２、その回転数をＮ２とすると、本実施形態では、Ｄ１
×Ｎ１＜Ｄ２×Ｎ２となるように構成されている。すなわち、第１のローラ４の外周面に
おける周速Ｖ１（＝π×Ｄ１×Ｎ１）よりも第２のローラ５の突起板４５の先端部におけ
る周速２（＝π×Ｄ２×Ｄ２）の方が速くなるように構成されている。したがって、挟持
されている草７１は、第１のローラ４の前方回転と第２のローラ５の後方回転とに伴って
、図８示のように、第１のローラ４の外周面と該外周面に対して最近接位置にある突起板
４５ａの先端部との間隔Ｃ０を通過し上方に引き上げられるともに後方に運ばれ、根を含
む草７１全体が地面から引き抜かれる。
【００５３】
　次に、引き抜かれた草７１は、図９示のように、第２のローラ５の後方回転に伴って第
２のローラ５の前方から上方を通って後方へ運ばれ、集草箱７内に収容される。
【００５４】
　このとき、第２のローラ５の後方回転に伴って突起板４５が当接部５３に当接すると、
図９示のように、集草箱７は回動軸５４を中心として後部が上方に持ち上げられる。また
、図１０示のように、第２のローラ５の後方回転に伴って突起板４５の当接部５３への当
接が外れると、集草箱７は制振用引張コイルバネ５５により下方に付勢され、後部が上方
に持ち上げられる前の姿勢に復帰する。
【００５５】
　このように、第２のローラ５の後方回転に伴って突起板４５が当接部５３に当接したり
前記当接が外れたりすることにより、集草箱７は後部が上方に持ち上げられたり持ち上げ
られる前の姿勢に復帰したりして揺動させられる。集草箱７の揺動により、集草箱７内に
収容された草７１は、根に付着している土、砂、石等の土類が根から分離されるとともに
、分離された土類が貫通孔５２から下方に篩い落とされる。そして、根に付着していた土
類が取り除かれた草７１のみが集草箱７内に残る。
【００５６】
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　以上の作動によって、本実施形態の草抜き機１は、根を含む草７１全体を確実に引き抜
くことができるとともに、引き抜かれた草の根に付着している土類を取り除くことができ
る。また、本実施形態の草抜き機１は、第１のローラ４の外周面における周速Ｖ１よりも
第２のローラ５の突起板４５の先端部における周速Ｖ２の方が速くなるように構成されて
いることにより、引き抜かれた草７１を後方へ運び集草箱７内に収容することができるの
で、従来の草抜き機１０１のように、駆動ローラ１０３と、第１の搬送ローラ１０４と、
複数の第２の搬送ローラ１０５と、テンションローラ１０７と、ベルト１０６というよう
な構成を必要としないので、引き抜かれた草を集める構成を小型化することができる。
【００５７】
　ところで、地面に生えている草は、その種類によって草の高さや茎の太さ等が異なり、
また、密集度合も様々である。そこで、草抜き機１を使用する際には、地面に生えている
草の状態に応じて、草が最初に接触する第１のローラ４の外周面の高さと、草が挟持され
る、第１のローラ４の外周面と該外周面に対して最近接位置にある突起板４５ａの先端部
との間隔Ｃ０とを予め調節しておくことが望ましい。
【００５８】
　まず、第１のローラ４の外周面の高さは、次のようにして調節される。作業者は、第１
の支持板３１の上部を貫通する回動軸３３について側板２１の角孔３４を貫通する位置を
調節する。これにより、第１の支持板３１の位置が上下方向に調節され、結果として、第
１の支持板３１の下部を貫通する第１の回転軸４１を中心に回転する第１のローラ４の高
さ、すなわち第１のローラ４の外周面の高さが調節される。
【００５９】
　したがって、本実施形態の草抜き機１は、地面に生えている草の状態に応じて、第１の
ローラ４の外周面の高さを予め調節することができるので、草は倒れたり折損したりする
ことなく、第１のローラ４の外周面に接触し、第１のローラ４の後方回転に伴い後方に誘
導されて、第１のローラ４の外周面と突起板４５とにより挟持される。したがって、本実
施形態の草抜き機１は、草の種類、高さによらず、地面に生えている草を引き抜くことが
できる。
【００６０】
　一方、前記間隔Ｃ０は次のようにして調節される。作業者は、図４（ａ）示の右方の側
板２１に取り付けられた支持体３の間隔調節ネジ３６について第２の支持板３２からの突
出長さを調節する。間隔調節ネジ３６の頭部が第１の支持板３１の後端部に当接すること
により、第１の支持板３１が回動し、第１の支持板３１と第２の支持板３２との距離が調
節される。これにより、第１の回転軸４１と第２の回転軸４２との距離が調節され、結果
として、第１のローラ４の外周面と該外周面に対して最近接位置にある突起板４５ａの先
端部との間隔Ｃ０が調節される。
【００６１】
　したがって、本実施形態の草抜き機１は、地面に生えている草の状態に応じて、第１の
ローラ４の外周面の高さと、第１のローラ４の外周面と該外周面に対して最近接位置にあ
る突起板４５ａの先端部との間隔Ｃ０とを予め調節することができる。これにより、草は
第１のローラ４の外周面と突起板４５ａとの間に挟持されるとともに、前記間隔Ｃ０を通
過することができる。したがって、本実施形態の草抜き機１は、草の種類、茎の太さ、密
集度合等によらず、地面に生えている草を引き抜くことができる。
【００６２】
　また、本実施形態の草抜き機１は、予め調節された前記間隔Ｃ０を超えるような茎の太
さ、密集度合を有する草が地面に生えている場合でも、間隔Ｃ０を一時的に拡張すること
により、草を引き抜くことができる。間隔Ｃ０は次のようにして一時的に拡張される。
【００６３】
　まず、草抜き機１が前方に移動することにより、第１のローラ４の外周面と該外周面に
対して最近接位置にある突起板４５ａの先端部との間隔Ｃ０を超えるような茎の太さ、密
集度合を有する草７１が第１のローラ４の外周面に接触する。草７１は、図１１（ａ）示
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のように、第１のローラ４の外周面の摩擦と第１のローラ４の前方回転とにより、第１の
ローラ４の前方から下方を通って後方へ誘導される。
【００６４】
　次に、草抜き機１がさらに前方に移動すると、後方へ誘導された草７１が第１のローラ
４と第２のローラ５との間にくる。草７１は、図１１（ｂ）示のように、第１のローラ４
の前方回転と第２のローラ５の後方回転とに伴って、第１のローラ４の外周面に対して近
接位置にある突起板４５ｂの先端部と第１のローラ４の外周面との間に挟持されるととも
に、上方に引き上げられる。また、草７１が間隔Ｃ０を超えていることにより、第１のロ
ーラ４の外周面と第２のローラ５の突起板４５ｂの先端部とに間隔Ｃ０を広げる方向に力
が加えられる。これにより、第１のローラ４が第１の支持板３１を介して回動軸３３を支
点として前方に回動することにより、間隔Ｃ０はローラ挟持用引張コイルバネ３７の付勢
力に抗して草７１を挟持可能な間隔Ｃ１に拡張される。そして、草７１は、第１のローラ
４の外周面と第２のローラの突起板４５ｂの先端部との間に挟持される。
【００６５】
　次に、挟持されている草７１は、図１１（ｃ）示のように、第１のローラ４の外周面と
該外周面に対して最近接位置にある突起板４５ａの先端部との間隔Ｃ１を通過し上方に引
き上げられる。また、挟持されている草７１は、突起板４５ａより回転方向後方にある突
起板４５ｃにより根元周辺の地面７２が削られることにより、根が地面から分離される。
これにより、根を含む草７１全体が地面から引き抜かれる。
【００６６】
　次に、引き抜かれた草７１は、図１１（ｄ）示のように、第２のローラ５の後方回転に
伴って第２のローラ５の前方から上方を通って後方へ運ばれる。また、草７１が後方に運
ばれたことにより、第１のローラ４の外周面と突起板４５の先端部との間に草７１がなく
なると、間隔Ｃ１はローラ挟持用引張コイルバネ３７と間隔調節ネジ３６とにより拡張前
の間隔Ｃ０に復帰させられる。
【００６７】
　以上の作動によって、本実施形態の草抜き機１は、予め調節された第１のローラ４の外
周面と該外周面に対して最近接位置にある突起板４５ａの先端部との間隔Ｃ０を超えるよ
うな茎の太さ、密集度合を有する草７１が地面に生えている場合には、該間隔Ｃ０を該草
７１を挟持可能な間隔Ｃ１に拡張させるので、作業者の手を煩わせることなく、草７１を
引き抜くことができる。また、本実施形態の草抜き機１は、草７１を引き抜いた後に該間
隔Ｃ１を予め調節された間隔Ｃ０に復帰させるので、作業者の手を煩わせることなく、間
隔Ｃ０に挟持されるような通常の草７１を引き抜くことできる。
【００６８】
　ところで、地面は、草が生えているだけでなく、大きな石やゴミ等の異物が落ちている
こともある。異物が、第１のローラ４の外周面と該外周面に対して最近接位置にある突起
板４５ａの先端部との間隔Ｃ０を限界まで拡張させた間隔（以下「拡張限界間隔」という
）Ｃｍａｘを超えない大きさである場合には、上述のように草抜き機１は該異物を集草箱
７内に回収することができる。しかし、異物が拡張限界間隔Ｃｍａｘを超える大きさであ
る場合には、間隔Ｃ０が拡張限界間隔Ｃｍａｘに拡張された状態であっても、該異物は第
１ローラ４の外周面と突起板４５との間を通過できずに滞留することとなる。そして、こ
の異物の滞留により、第１のローラ４の外周面と突起板４５とが傷ついたり、第１のロー
ラ４の回転と第２のローラ５との回転とが停止することにより第１の電動モータ４３と第
２の電動モータ４７とが過負荷状態になったりして、草抜き機１が破損することにもなり
かねない。本実施形態の草抜き機１は、次のようにして大きな異物の混入による破損を防
止することができる。
【００６９】
　まず、草抜き機１が前方に移動することにより、拡張限界間隔Ｃ０よりも大きな石７３
が第１のローラ４と第２のローラ５との間で第１のローラ４の外周面に接触すると、図１
２（ａ）示のように、石７３により間隔Ｃ０を広げる方向に力が加えられ、間隔Ｃ０はロ
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ーラ挟持用引張コイルバネ３７の付勢力に抗して拡張限界間隔Ｃｍａｘまで拡張される。
この拡張限界間隔Ｃｍａｘは、ローラ挟持用引張コイルバネ３７のバネ係数や支持体３の
構造等により決定される。そして、石７３は、第１のローラ４の外周面に対して近接位置
にある突起板４５ｂの先端部と第１のローラ４の外周面との間に挟持され、第１のローラ
４の前方回転と第２のローラ５の後方回転とに伴って上方に引き上げられる。しかし、石
７３は第１のローラ４の外周面と突起板４５ｂの先端部との間を通過することができない
ために第１のローラ４の外周面と突起板４５ｂとの先端部との間で石７３が滞留する。前
記滞留により第１のローラ４及び前記第２のローラ５の回転速度が低下し、又は回転が停
止し、第１の電動モータ４３及び第２の電動モータ４７が過負荷状態となる。
【００７０】
　次に、制御装置６１が電流センサ８２により計測された駆動電流が規定値（例えば１．
５Ａ）を超えていることを検知する（ＳＴ１１で“ＹＥＳ”の場合）と、制御装置６１は
過負荷タイマを例えば５秒にセットし、反転指令を発して、この５秒間第１の電動モータ
４３と第２の電動モータ４７との回転方向を反転させる、すなわち第１の電動モータ４３
を後方回転させるとともに第２の電動モータ４７を前方回転させる。これにより、図１２
（ｂ）示のように、第１のローラ４が前方回転し第２のローラ５が後方回転し、これらの
回転に伴って前記滞留している石７３は下方に引き下げられ、第１のローラ４の外周面と
突起板４５ｂとの挟持が外れて地面に落下する。
【００７１】
　次に、第１のローラ４の外周面と突起板４５ｂの先端部との間に石７３がなくなると、
図１２（ｃ）示のように、拡張限界間隔Ｃｍａｘはローラ挟持用引張コイルバネ３７の付
勢力と間隔調節ネジ３６とにより拡張前の間隔Ｃ０に復帰させられる。
【００７２】
　次に、過負荷タイマが０になると、すなわち５秒が経過すると、制御装置６１は第１の
電動モータ４３と第２の電動モータ４７とを正転させ（ＳＴ２）、これにより、図１２（
ｄ）示のように、再び第１のローラ４が前方回転するとともに第２のローラ５が後方回転
する。
【００７３】
　以上によって、本実施形態の草抜き機１は、拡張限界間隔Ｃｍａｘよりも大きな石、ゴ
ミ等の異物７３が第１のローラ４の外周面と突起板４５ｂの先端部との間に滞留した場合
にも、第１の電動モータ４及び第２の電動モータ４７の回転が所定時間反転し続けること
により、第１のローラ４及び第２のローラ５の回転が反転され、前記間隔に滞留している
異物７３が地面に落下させられるので、拡張限界間隔Ｃｍａｘを超える大きな異物７３の
混入による破損を防止することができる。
【００７４】
　また、本実施形態の草抜き機１は、ＤＣモータ８１に流れる駆動電流を計測し、得られ
た駆動電流が所定値を超える場合に過負荷状態と判断させる制御装置６１としたので、前
記電流の計測は簡単な回路構成で実現可能であるため、簡易な構成の草抜き機を実現する
ことができる。
【００７５】
　本実施形態の草抜き機１は、以上のように構成されているので、作業者がハンドル８を
腰の位置で把持して草抜き機１を操作することにより、楽な姿勢で草抜き作業をすること
ができるので、草抜き作業の負担を軽減することができる。また、草抜き機１は小型な構
成であるので、持ち運びに便利であり、家の庭等の草抜き作業に好適である。また、動力
源が電動モータ４３，４７であるので、低騒音であり、早朝の草抜き作業に好適である。
さらに、草抜き機１はバッテリ６２を備えるので、電源を得にくい公園の広場等の草抜き
作業に好適である。
【００７６】
　なお、本実施形態の草抜き機１において、第１のローラ４は外周面がゴム材で形成され
たものとしたが、外周面が金属製で表面に凹凸が設けられたものでもよい。また、第２の
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変更することが可能である。また、第１のローラ４及び第２のローラ５の回転数を可変と
してもよい。さらに、制御装置６１は、電流センサ８２によりモータドライバ６９とＤＣ
モータ８１との間に流れる駆動電流の電流量を計測するようにしたが、図示しない回転計
等を設けてＤＣモータ８１の回転数を計測するものであってもよい。また、制御装置６１
は、第１の電動モータ４３及び第２の電動モータ４７の回転方向を反転させ過負荷タイマ
が０になった後に再び元の回転方向で回転させるようにしたが、回転を停止させるもので
あってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１】本実施形態の草抜き機の一構成例を示す説明的側面図。
【図２】図１に示す本実施形態の草抜き機を示す説明的平面図。
【図３】図１に示す本実施形態の草抜き機を示す説明的正面図。
【図４】図１に示す本実施形態の草抜き機の支持体を示す説明的正面図。
【図５】図１に示す本実施形態の草抜き機の制御装置のシステム構成を示すブロック図。
【図６】図１に示す本実施形態の草抜き機の制御装置の制御フローを示すフローチャート
。
【図７】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図８】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図９】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図１０】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図１１】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図１２】図１に示す本実施形態の草抜き機による草抜き動作を示す説明図。
【図１３】従来技術の草抜き機を示す説明図。
【符号の説明】
【００７８】
　１…草抜き機、　３…間隔調節部、　４…第１のローラ、　５…第２のローラ、　７…
集草箱、　３７…一時拡張手段、　３７…付勢手段、　４１…第１のローラの回転軸、４
３…第１の電動モータ、　４５…突起板、　４５ａ…第１のローラの外周面に対して最近
接位置にある突起板、４５ｂ…第１のローラの外周面に対して近接位置にある突起板、４
５ｃ…第１のローラの外周面に対して近接位置にある突起板より回転方向後方にある突起
板、　４７…第２の電動モータ、　４９…過負荷検知手段、　５２…貫通孔、　５３…当
接部、　５５…復帰手段、６１…制御手段、　７０…過負荷検知手段、　７１…草、　７
２…第１のローラと第２のローラとの間に位置する地面。
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